
主なマクロ経済指標 2016年 2017年
1. 人口　(百万人) 16.21(2015) -

2. 人口増加率　(%) 3.11 (2015) -

3. 失業率　(%) 7.4(2014) -

4. 平均寿命　(年齢) 50.5(男性)/53.8(女性) -

5. GDP　(百万米ドル)*1 21,154(2015) -

6. GDP成長率　(%) 2.9(est) 4.0(proj)

7. 一人当たりGNI　(米ドル) 1,490(2015) -

8. インフレ率　(%) 18.2 6.7(Mar)

9. 消費者物価指数　(2009年=100) 183.66 193.78(Mar)

10. 貿易収支　(百万米ドル) 325.0(est) -138.89*2

11. 対日貿易収支　(百万米ドル) -22.90*4 11.11*3

12. 輸出　(総額, 百万米ドル) 7,036.0 1462.56*2

13. 対日輸出　(百万米ドル) 24.13*4 20.09*3

14. 輸入　(総額，百万米ドル) 6,710.0 1601.45*2

15. 対日輸入　(百万米ドル) 47.03*4 8.99*3

16. 経常収支　(百万米ドル) -932 -

17. 対外直接投資　(百万米ドル) -283 (2015) -

18. 対内直接投資　(百万米ドル) 1,653(2015) -

19. 金・外貨準備高　(百万米ドル) 2,195(est) 2,430(proj)

20. 対外債務残高　(百万米ドル) 8,785(2015) -

21. 為替レート　(対米ドル)
9.81ZMW
(end-period)

9.60ZMW(Mar)

22. 主要政策金利　(現行，年利%) 13.0 14.0

※(　) 内の年月は，その年あるいは月の確定値／予測値。　　 ※小数点第3位以下四捨五入

*1

*2

*3

*4

＜出典＞
1, 2, 5-7, 20:World Bank／3: Zambia Labour Force Survey Report, 2014 (CSO& Ministry of Labour and
Social Security)／4, 16:The World Factbook (CIA) ／8, 9, 10, 12, 14: Monthly Bulletin (CSO) & EIU Country
Report／ 19, 21(2016): Country Report (EIU) ／11, 13, 15:日本国財務省貿易統計／17, 18:UNCTAD／
21(2017), 22:Bank of Zambia

ザンビアの経済概況・月報（2017年3月）

2017年1月から2月までの貿易額。1USD=9.85ZMW（2017年2月までのザンビア中央銀行
為替相場月間平均）を用いて換算

2017年1月から2月までの貿易額。1USD=112円（2017年2月までの日銀基準外国為替相
場月間平均）を用いて換算

＜2017年2月＞

主要輸出品目：銅／その他の鉱物／たばこ（全部又は一部の骨を除いたものに限る。）／発
煙硫酸／甘しゃ糖、てん菜糖及び化学的に純粋なしょ糖

主要貿易相手国（輸出）：スイス 48.8%，中国 22.3%，シンガポール 5.6%，インド 5.4%，コ
ンゴ（民） 4.5%，その他 13.4%

主要輸入品目：銅／鉱物性肥料及び化学肥料（窒素、りん及びカリウムを含有するものに限
る。） ／石油及び歴青油（原油に限る。） ／コバルトの酸化物及び水酸化物並びに商慣行上
酸化コバルトとして取引する物品 ／灯油

主要貿易相手国（輸入）：コンゴ（民） 33.3%，南アフリカ 26.3%，中国 15.1%，クウェート
3.9%，アラブ首長国連邦 3.5%，その他 17.9%

1USD=111円（2016年（平均値）の日銀基準外国為替相場）を用いて換算

GDP at market prices (Current USD)

主要な経済ニュース（3月） 

 

1. “イスラエル企業2社，技術投資に関心”(Times, 3日) 

ムシンバ通信運輸大臣は，ザンビア政府が，ザンビアのブロードバンド，海底ケーブ

ル及びサイバーセキュリティー分野に投資する意向があるイスラエル企業2社との

会談を成功裏に実施した旨発言した。同大臣は，ザンビア政府が，国内におけるコ

ンピューター組み立て工場の設置にかかる計画についても議論した旨発言した。 

  

2. “ザンビア政府，IMFからの13億米ドル借入の準備中”(Daily Mail, 19日) 

17日，ムタティ財務大臣は，ザンビアが，IMFから13億米ドルの借入を行う準備中で，

2017年予算で定められた要件を満たすには，今年中に5億米ドルの対外借入をする

必要がある旨発言した。同大臣は，経済回復プログラム（「ザンビアプラス」）はザン

ビア自前のプログラムであり，IMFは何ら命令をする立場にないと述べたうえで，「ザ

ンビアプラス」実施のモニタリングがIMFの役割である旨発言した。 

  

3. “ザンビア政府，石油製品調達の停止日を設定” (Daily Mail, 22日) 

ムタティ財務大臣は，ザンビア政府が今年7月1日から石油製品の調達を止め，その

調達を民間セクターに委ねる旨発言した。同大臣は，同決定により燃料価格が値上

がりする可能性があるが，財源への負担が必ずや軽減する旨発言した。  

  

4.“10億クワチャのトラクター組み立て工場建設にかかる契約が調印” (Daily Mail, 

24日) 

URSUS SA及び産業開発公社（IDC）は，ルサカ南部複合的経済特区（LS-MFEZ）に

おける総額10億クワチャ（=1億米ドル）のトラクター及び農業関連機材組み立て工場

の建設にかかる契約に調印した。同建設は，ザンビア政府及びポーランド政府間の

輸出信用制度によって融資され，工場建設によってトラクターや農業関連機材の価

格が20%減少することが見込まれる。  

  

5.“第7次国家開発計画が閣議にて承認” (Daily Mail, 24日) 

ムルサ開発計画大臣は，第7次国家開発計画（7NDP）が承認され，今年5月末まで

に履行する準備が出来る旨発言した。7NDPは，20日の閣議にて満場一致で承認さ

れた。同大臣は，目標達成に向けて開発計画の5つの柱を注意深く特定したと述べ，

5つの柱は，(1)経済多角化と雇用創出，(2)貧困と脆弱性の削減，(3)人間開発の向

上，(4)開発における不平等の削減，(5)多角的な経済に資するガバナンス環境の創

出である。 

  

6.“IMF，ザンビアの経済成長を予測” (Daily Mail, 25日) 

IMFは，降雨量及び国内発電量の増加を背景に，2017年の実質経済成長率を前年

比0.5%増の3.5%と予測した。チカタIMFミッション代表は，IMFがザンビア政府と有意

義な議論をおこない，経済回復プログラムをより理解できた旨発言した。一方，同

ミッション代表は，2017年1月から2月の間，歳出が歳入を大幅に超えており，その赤

字の大半が国内借入から補填されている旨指摘した。 

  

7.“ZESCO，電気料金の 75%値上げを提案” (Daily Mail, 28日) 

ザンビア電力公社（ZESCO）は今年中に電気料金を75%値上げする旨提案した。電

気料金は段階的に値上げされ，本年5月1日付で50%値上げし，その後，本年9月1日

付でさらに25%値上げする。カパタZESCO広報担当は，最貧困層を保護する観点か

ら，最下層の電気料金は1キロワット時につき15ングウェのまま変更せず，また，そ

の最下層料金の対象範囲を一ヶ月あたり消費量300キロワット時まで拡大する旨発

言した。 

  

8.“ザンビアの労働人口，6.5%減少” (Times, 29日) 

ザンビアは2015年以降の経済の減速によって6.5％の労働人口を失った。同発表は，

ザンビア政策分析研究所（ZIPAR）による最新のレポートによるもので，チェーロ

ZIPAR上席研究員は，計画停電，クワチャ安，財政赤字などといった経済減速が労

働市場にマイナスの影響を与えた旨発言した。 

  

9.“JPCはザンビア及びエチオピアに対して強力な道筋を示すべき” (Times, 31日) 

29日，ルング大統領は，ハイレマリアム・エチオピア首相を迎えた晩餐会の席にて，

ザンビア・エチオピア合同常設協力委員会（JPC）の創設をうけ，エネルギー，農業・

畜産，航空セクター，貿易，金融，医療・保健などの様々なセクターにおける協力強

化にむけた道筋が示されるべきでだろうと述べた。ルング大統領は，ザンビア商工

会議所（ZACCI）及びアディスアベバ商工会議所の間で締結された覚書（MoU）につ

いて，同MoUが2国間の貿易・投資促進に資すると確信している旨発言した。 

  

 

＜ザンビアの税制度 ～鉱業関連～＞ 
（出典：ザンビア歳入庁(ZRA)，ザンビア採取産業透明性イニシアティブ（ZEITI）） 

 

1.  法人税(Corporate/ Company Tax)：35%。 

 ルサカ証券取引所に上場している企業は30％。 

％。16: (VAT) 付加価値税．2 

3.  採掘権料 （Mineral Royalty）： 

  4-6%（ロンドン金属取引所（LME）の銅価格に応じて変動）。 

4. 関税及び消費税（Customs & Excise Duty）：  

 関税は商品（コモディティ）毎により，0 – 25%と異なる。鉱業の資本設備に関しては免税（ゼロ

関税）。鉱石のまま輸出する場合には15%課税される。 

5．源泉徴収税（Withholding Tax）：15%。 

 

※鉱業権を有する者は，採掘や鉱業関連の活動に必要とされる全ての機材に係る関税，消費

税，及びVATを免除される。 
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(出典：2015年度アフリカ経済見通し報告


